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1. はじめに 

断層をまたぐ橋梁構造物の場合，断層近傍の地震動

には多次元の複雑な成分が関与し複雑な応答を示す1)．

したがって，このような状況下での実験的および数値

解析的な検討が必要である．現在，韓国のSESTEC(Sei

smic Simulation Center)で複数の振動台を用いた鋼斜張

橋の振動台実験を実施している．使用している振動台

は回転動を再現することができ，断層をまたぐ場合の

振動台実験を実施することが可能である．そこで，本

研究では，この実験で使用している供試体を参考に解

析モデルを構築し，断層をまたぐことを想定した地震

動を入力し，数値解析を通じて地震時挙動の予測，着

眼点の創出を目的とした．以下，その検討の経過を報

告する． 

2. 対象橋梁および数値解析モデル 

2.1 対象橋梁概要 

対象とする橋梁は，SESTECの振動台で使用するため

に製作された橋梁である．その概形を図-1に示す．図-1

中の(a)は側面図であり，(b)は主塔断面図である．振動

台実験用橋梁であるため，各部材の断面はかなり簡素

化されたものを用いている． 

 

 

 

 

 

 

 

(a) 側面図       (b) 主塔断面図 

図-1 対象橋梁 

2.2 数値解析モデルの構築 

数値解析には，汎用有限要素法解析プログラムABA

QUS
2)を使用し，全ての部材に対して，はり要素を用い

た．ケーブル部分については，大変形に伴い，収束性

が困難になることを回避する定式化を行い，ケーブル

と主塔，主桁の定着部は，剛結とした． 

(1) 境界条件  

主塔基部および端部橋脚基部は完全固定とした．主

桁－P2橋脚間および主桁－P1，P3橋脚間には支承を配

しており，拘束条件は表-1のように定めた． 

(2) ケーブルプレストレスの導入 

本研究では，最初に死荷重に相当する自重解析を行

い，その後に，熱膨張係数を用いた温度応力による解 

析を利用してプレストレスを導入することとした．各

ケーブルに想定されている初期応力値を元に，熱膨張

係数を算出している． 

表-1 拘束条件 

 

 

 

 

 

 

 

(3) 材料特性 

全ての材料は鋼材    表-2 材料定数 

であり，ここではS

M490の材料特性を

使用することとした．

表-2に使用した材料

定数を示す．また，

鋼材の構成則はバイ

リニア型移動硬化則とした3)，4)． 

3. 数値解析の概要 

3.1 振動特性の把握 

本研究では，ケーブルの要素数を30としている．そ

のため，本モデルにおける変形前の位置ではケーブル

が部材座屈する可能性があり，自重解析を実施するに

あたっても解の発散が予想される．そこで，固有値解

析では，要素数を1とし，座屈の発生を抑えた． 

固有値解析の結果から，橋軸方向に最も卓越した1次

モード(1.07Hz)と橋軸直角方向に最も卓越した3次モー

ド(2.23Hz)を採用した．その結果，Rayleigh減衰の減衰

マトリクスは，減衰定数を0.02として質量マトリクスの

係数を0.18，剛性マトリクスの係数を1.93×10
-3とした． 

3.2 弾塑性地震応答解析 

入力した地震動は，P1，P2橋脚間に横ずれ断層を想

定したM6.5の3次元地震動である．1966年，サンフラン

シスコとロサンゼルスのほぼ中間に位置するサン・ア

ンドレアス断層上の村で発生したParkfield地震を参考に

算出した地震動である5)，6)． 

この地震動は，回転成分を有する6自由度地震動であ 

 P1,P3 支承 P2 支承 

橋軸方向 自由 拘束 

橋軸直角方向 拘束 拘束 

鉛直方向 拘束 拘束 

橋軸回転 拘束 拘束 

橋軸直角回転 自由 自由 

鉛直回転 拘束 拘束 

鋼種 SM490 

弾性係数 E(GPa) 206
 

単位体積重量  (N/m
3
) 7.7×10

4
 

降伏応力 σy (MPa) 315 

ポアソン比 ν 0.3 

減衰定数 h 0.02 
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図-2 P1橋脚の橋軸直角  図-3 弾性加速度応答 

方向成分         スペクトル 

る．図-2に代表例として，P1橋脚の基部に入力した橋軸

直角方向成分の地震動を示す．なお，参考のため図-3

に弾性加速度応答スペクトルを示す． 

4. 数値解析の結果と考察 

図-3 変形図 

想定地震動を入力

したところ，3.66秒で

解が収束せず解析を

打ち切った．その時

点での変形図を図-3

に示す．地震動を入

力して約3秒後で主

桁の一部に大きな応   図-4 座屈部の拡大図 

力が発生し，たわみ 

が大きくなったことで数値解析として不安定状態に陥

ったものと考えられる． 

たわみの大きい部分の拡大図を図-4に示す．この原因

として，次の2点が考えられる． 

○1 圧縮力の増大による座屈 

○2 断層をまたいでいることに伴うせん断変形 

そこで，図-5に座屈部の時刻歴の軸力，図-6P1，P2橋脚

基部の時刻歴の橋軸直角方向成分の変位を示す．図-6

において，P1橋脚のグラフを実線，P2橋脚のグラフを

破線で示した． 

解析が止まった時点での軸力値は，-3.42×10
5
(N)であ

り，圧縮力が加わっている．さらに，主桁がたわみ，

軸線からずれること，地震動による外力を受けること

で曲げモーメントが発生する．その結果，主桁に大き

なたわみが発生するものと考えられる．また，図-6より

P1，P2橋脚の橋軸直角方向成分の変位方向は逆であり，

解析が止まった時点でP1，P2橋脚の相対変位が約0.64m 

 

図-5 たわみ部分の軸力 

 

図-6 P1，P2橋脚基部橋軸直角方向成分の変位 

となっている．これは大きな変動であり，主桁に与え

る影響は大きいと考えられる．さらに，主桁，主塔の

挙動では，ねじれが加わっており，これも変形に影響

していると考えられる．複合的な要因が考えられ，現

在，鋭意検討中である． 

5. おわりに 

本研究では，想定地震動を入力した結果，主桁に大

きなたわみが発生した．その原因として，橋軸方向に

圧縮力が働くことや断層をまたぐことに伴うせん断力

が考えられる．また，主桁や主塔にねじれが見られ，

この影響も考えられる． 

現在，長大化が進む斜張橋において，主桁の安定性

は重要な技術的課題として挙げられている7)．今後，実

験との整合性を計りつつ，断層をまたぐ状況下でどの

ような検討が必要かをまとめる． 
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